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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 

本稿は、1950 年代を通底する政治的争点であった「独立の完成」をめぐる諸構想の史的展開に着目

し、岸信介の政治行動と五五年体制の固定化との関係に焦点をあてながら、1960 年の日米安保条約

改定に至る政治過程を実証的に検討したものである。本稿では、とりわけ安保改定をめぐる政治過

程を、政府、自民党、社会党による一体の相互作用として総体的に把握することにより、日米安保

体制が確立する経緯を国内政治過程の観点から明らかにすることを目指したものである。講和独立

後も米軍駐留が継続した日本では「値切られた独立」への不満が高まり、保守革新双方で多様な「独

立の完成」構想が提起された。本稿は、日米安保体制の基本構造を確立させた安保改定と連動しな

がら五五年体制が固定化し、戦後日本の政治体制が固まる過程を、岸の「独立の完成」構想とその

展開に注目しながら国内外の膨大な史料に依拠しながら検討している。 

 

 「序論」では、本稿の目的を明記したうえで、先行研究が詳細に整理されている。まず安保改定

に関する先行研究、次いで保守合同と社会党統一に関する先行研究、さらには五五年体制の成立過

程に関する先行研究の現状と課題が綿密に検討される。そのうえで「独立の完成」という政治的な

争点領域のなかで岸の抱いた構想と彼の行動及び五五年体制の固定化との関係についての先行研究

が整理され、その研究上の意義が確認されている。 
第１章「五五年体制の成立と『独立の完成』」では、講話・安保条約の発効に前後して政治課題と

して浮上した「独立の完成」をめぐる諸々の政策構想の史的展開に着目しながら、1955 年秋の社会

党統一及び保守合同による五五年体制の成立に至る日本の国内政治過程を考察している。本章では、

とりわけ岸の「独立の完成」構想を析出して彼の動向に着目しながら、五五年体制の成立過程にお

ける「独立の完成」をめぐる政策構想の諸相と焦点が示されている。 

 第２章「『独立の完成』と『日米関係の再検討』」では、1954 年 12 月発足の鳩山政権に立ち戻り、

「独立の完成」を掲げた鳩山政権及び石橋湛山政権期の自主外交をとり上げながら、安保改定の胎

動として、「日米関係の再検討」が政治的争点に浮上する経緯が考察される。その際、岸が権力の中

枢に登り詰めていくなかで、日米関係及び国内政治過程の諸現実に直面し、「独立の完成」のための

安保改定に対するアプローチを変容させたことが論じられている。 

第３章「岸の『独立の完成』構想と安保改定問題の浮上」では、1957 年 2 月の岸政権発足から 1958

年 10 月の安保改定交渉開始に至る時期を取り上げ、岸の「独立の完成」構想の展開を跡付けながら、

安保改定をめぐる争点及び対立構造が変容していく経緯が明らかにされている。本章では訪米後に

岸が展開した「独立の完成」のための内政外交における諸政策と国内政治過程における政治外交路

線対立の顕在化との関係が論じられている。その上で、スプートニク・ショック及び日中関係の悪



化という東アジア冷戦の情勢を受けて、安保改定をめぐる争点が変容するとともに、対米自立論が

分岐する過程が詳細に明らかにされる。 

第４章「岸の『独立の完成』構想と自社両党の党内調整」では、1960 年 1 月の新安保条約の締結

に至る政治過程について、「独立の完成」を掲げてきた岸、社会党右派、自民党非主流派の動向に焦

点をあてて検討がなされている。これによって安保改定に際して激化した日本の政治外交路線をめ

ぐる対立のなかで、対米自立論が分岐し、新党結成及び中道第三党構想が浮上する過程が克明に描

かれている。 

第５章「五五年体制の固定化と『独立の完成』」では、1960 年 1 月の新安保条約締結から 1961 年

6 月の池田訪米及び同年 7 月の第二次防衛力整備計画の決定に至る時期が中心に取り上げられてい

る。新安保条約締結の後、安保闘争及び岸政権の退陣を経て、池田政権のもとで「独立の完成」を

めぐる政策構想及び政治基盤がいかなる帰結を迎えたかが、実証的に明らかにされている。 

「結論」では、本文で述べられた以上の考察が整理されている。そのうえで、本来「独立の完成」

の国内政治基盤たる「交錯する保革の二大政党」として成立した五五年体制が自社分極型として固

定化し、そのことが日米安保体制を支える国内政治基盤を与えたことが主張される。「独立の完成」

を目指す岸の政策構想及び政治行動は未完に終わり、このことが結果として日米安保体制の確立を

もたらす政策及び国内政治基盤を整備したことが強調されている。 

 

以上が本稿の要約であるが、本稿では当該研究分野に関連する膨大な量の研究の整理が網羅的か

つ緻密になされている。しかも先行研究の問題点が論理内在的に説得的に指摘されている。問題設

定も適確になされ、本稿の研究史上の意義も説得的であった。充実した研究史の整理がなされてい

たと高く評価できる。 
 本稿のさらなる特長として、広範かつ充実した史料的基盤を挙げることができる。従来あまり利

用されてこなかった国内外の未刊行史料、特に日本では注目されてこなかった数多くの史料を発掘

し、そこから重要な史実が数多く明らかにされ、「独立の完成」の諸構想の内実とその展開過程が、

争点領域アプローチに依拠して実証的に明らかにされている。また従来ほとんど注目されてこなか

った西尾末広と社会党右派と岸との関係を史料によって明らかにした点も、政治史研究としての重

要な意義である。 
 本稿の研究史上の最大の意義は、安保改定と五五年体制の固定化を岸の「独立の完成」構想に着

目しながら、彼が期待した民社党の退潮によって保革二大政党制の実現可能性が失われて自社分極

型として固定化する過程を実証的に明らかにした点である。この点は、本稿の特筆すべき独自性と

して高く評価できよう。 

 一方で、本稿の課題として指摘できるのは、日米両政府の政策過程及び外交交渉を踏まえた「独

立の完成」をめぐる包括的な政治過程分析である。また東アジア冷戦の内実とその国際環境のなか

で岸の「独立の完成」構想の変容を位置付けることも課題といえる。さらに本稿で明らかにした西

尾とアメリカとの関係のさらなる掘り下げも課題として残されている。本稿では分析方法として争

点領域アプローチが採用されているが、使用された政治用語相互のさらなる整理も必要であろう。 

しかし、以上の課題はいずれも今後の研究上の課題に属するものであり、本稿の論旨や論証に直

接関わるものではなく、本稿の博士論文としての価値を減ずるものではない。 

 以上より、本学位論文は、調査委員全員一致して、博士（法学）の学位を授与されるに値すると

認定する。 

 
 


